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ネットワーク構造を有する都市施設の地震被害想定を目的とした、共通基盤としてのシステムとその適用

例について概説した。具体的な適用例は、①水道局の配水系統の耐震補強計画を支援するための耐震性評価

と②木造密集地域での生活道路を対象とした避難困難度の評価、③幹線道路の震災後対応、特に道路障害物

除去の支援を目的とした即時被害予測システム、の３つである。

地震被害の予測では、対象とする施設の位置での揺れの強さ（地震動強度）や液状化の発生・非発生の評

価が、被害確率を計算する上でもっとも基本的な情報となる。目的とする地点での地震動強度は、想定する

震源断層との位置関係と、その地点の地盤条件によって決定されることから、地図上の演算が中心となる。

このため、道路や水道管路のような、空間的に広く分布するネットワークを予測の対象とする場合、地図上

の演算をシステム化した地理情報システム（ＧＩＳ）は高い利便性を与える。

被害予測システムの中心は、数値化された地図情報をはじめ必要となる基礎情報を収めたデータベースで

あり、主題図（数値地図）データ

ベースとコロプレス（行政区画単

位の情報）データベース、ネット

ワーク・データベースの３つに区

分されている。予測システムのメ

イン・フレームは図に示すように

７つのレイヤーから構成されてい

る。図からも明らかなように、デ

ータベースの各項目も、それぞれ

のレイヤーにほぼ対応している。

予測の操作はこの図のいちばん下

のレイヤーにある地震断層の設定

から、順次、上位の想定を進める

ことで行われる。

ＧＩＳによる地震被害予測シス

テムの開発とその適用を通じて、

このシステムはさまざまな分野で

の地震被害想定に対して強力なツ

ールであることが確認された。ま

た、ＧＩＳ自体も独自に開発する

ことにより、その適用が少ない経

費で可能となるだけでなく、シス

テムの移転にもほとんど経費がか

からないことが実証された。
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